
包括外部監査 措 置 状 況 報 告 書

（地方自治法第252条の38第6項に基づくもの）

対　　　象
公有財産等に係る財務事務の執行及び管理の
状況について

結果欄の記載方法

監査実施年度 平成24年度 ○、△、×のいずれかを記入

提　出　日(最新提出日) 平成31年3月31日 ○：措　　置　　済　　措置を講じた（実施中含む）もの

監査委員公表日 平成31年4月25日 △：検　　討　　中　　検討中のもの

×：未実施決定済　 措置を講じないことを決定したもの

第8　児童館

指摘及び意見 措置状況（平成30年度末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

(1)②他の公共施設の利用について（意見）
　更新にあたっては、既存の他の公共施設を利用で
きないか検討することが望ましい。

検討の結果、更新にあたっては、既存の公共施設の活用
や他の公共施設との合築等を関係部署と検討することを
決定した、。

○ 子ども未来部 子ども支援課 2201 130

(2)更新計画について（指摘）
　適切な施設更新のため、更新計画を立てるべきで
ある。

全庁的に進めている岐阜市公共施設等総合管理計画に
沿って更新計画を立てていく。

○ 子ども未来部 子ども支援課 2201 132

第10　岐阜薬科大学・岐阜市立女子短期大学

指摘及び意見 措置状況（平成30年度末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

(5)各大学に係る市の負担について（意見）
　各大学の実質的なコストを把握するととも
に、市民の判断を仰ぐため情報開示すること
が望ましい。

現在は岐阜市の一般会計のため、独自の会計処
理をしていない。将来的に法人化された場合に
は、財務諸表を作成し情報開示を行う。

△
企画部
薬科大学
女子短大

総合政策課
庶務会計課
総務管理課

230-8100
内3504

149

平成30年度末時点の措置状況　（既に措置済みのものも含む）

措置済 検討中 未実施決定済 合計

44 2 2 48
※1つの指摘・意見に対して複数の部局が回答している場合、按分して計算



包括外部監査 措 置 状 況 報 告 書

（地方自治法第252条の38第6項に基づくもの）

対　　　象
公有財産等に係る財務事務の執行及び管理の
状況について

結果欄の記載方法

監査実施年度 平成24年度 ○、△、×のいずれかを記入

提　出　日(最新提出日) 平成31年3月31日 ○：措　　置　　済　　措置を講じた（実施中含む）もの

監査委員公表日 平成31年4月25日 △：検　　討　　中　　検討中のもの

×：未実施決定済　 措置を講じないことを決定したもの

第11　岐阜市民病院

指摘及び意見 措置状況（平成30年度末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

(2)｢岐阜市病院事業の設置等に関する条
例｣について（指摘）
　同条例の附則第3項に公営企業法の一部
規定を適用していない旨が定められている
が、実際には同規定を適用しているため、同
条例を更新する必要がある。

過去には、地方公営企業法の附則にも、同様の
内容が経過措置として定めてあったことから、そ
の当時の規定がそのまま残ったものと考えられ、
規定を削除する予定である。

△ 市民病院 病院政策課
251-1101
内4303

157

第15　耐震化について

指摘及び意見 措置状況（平成30年度末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

(3)耐震診断の対象について（意見）
　現在の耐震化計画終了後に、規模要件を
満たさない市有建築物について、耐震化す
べき重要なものがないか検討することが望ま
しい。

各施設管理者において、耐震診断等を実施し建
替えや耐震化など必要な対策が検討された。
今後は、平成２９年度３月に策定した「岐阜市公
共施設等総合管理計画」の方針のもと、建替え
や保全を計画的に推進するとともに、公共施設マ
ネジメントシステムにより施設情報を「見える化」
し、施設管理者において適切な対応を行う。

○ 都市防災部 防災対策課 4143 178


